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高年齢者雇用特集

定年延長による
65歳までの雇用確保
（富士電機／TOPPANホールディングス／ダスキン）

本社における間接部門の構成比
実務資料

日揮ホールディングス
企業事例  ─人的資本経営実践事例シリーズ

休職事由となった適応障害の発症には業務起因性が認められ、労基法19条1項類推適用により休職期間満了に伴う自然退職扱いは認められない
（TCL JAPAN ELECTRONICS事件　東京地裁　令5.12.7判決）

労働判例

相談室Q&A
●予期せぬシステム障害への対応のため、時間外労働の上限規制を超える残業を行わせてもよいか
●深夜0時以降まで勤務していた従業員から勤務明け当日の年休を申請された場合、取得させてもよいか
●男性社員に長期間の育児休業取得を促進するため、最低取得日数を設定することは可能か
●育児休業中の社員を飛び越えて後輩社員を昇進させることは、不利益取り扱い等に該当するか
●社内のトイレからWEB会議に出席する社員を懲戒処分することは可能か
●勤務時間外や休日における「つながらない権利」を就業規則に定める上での注意点
●花火大会の場所取りを、男性の若手社員を中心に依頼することはハラスメントに当たるか
●令和6年10月以降、特定適用事業所の企業規模要件はどのように判断するか

制
度
改
定
に
伴
う
経
過
措
置
・
代
償
措
置

　日
揮
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

　間
接
部
門
の
構
成
比



	 8	 ニュース  労政ニュース
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